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1 2 月定例会

行田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例など 22 議案を
可決・認定・承認

　12 月定例会には、
市長提出議案 19 件
が提出され、すべて
の案件を原案のとお
り可決・認定・承認し
ました。
　また、議員提出議
案３件 が 提 出さ れ、
可決しました。
　主な議案の内容は
次のとおりです。

議 場 風 景（12 月定例会）

市
　
長
　
提
　
出
　
議
　
案

た
め
に
は
、
応
益
割
を
増
や
す
必

要
が
あ
る
が
、
応
益
割
を
増
や
す

こ
と
は
所
得
の
低
い
世
帯
や
多
人

数
世
帯
へ
の
影
響
が
大
き
い
た
め
、

税
負
担
に
十
分
配
慮
し
た
上
で
、

設
定
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
　

改
正
後
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ

ン
で
は
２
４
５
０
万
円
の
増
収
と

な
る
が
、
増
収
分
は
ど
の
よ
う
な

経
費
に
充
て
る
の
か
。

　
　

広
域
化
に
よ
り
国
保
税
は
納

付
金
と
し
て
県
へ
納
め
る
こ
と
と

な
っ
て
い
る
た
め
、
納
付
金
に
充

当
す
る
。

○
行
田
市
水
道
事
業
給
水
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例

	

（
原
案
可
決
）

　

行
田
市
水
道
事
業
ビ
ジ
ョ
ン
及

び
行
田
市
水
道
事
業
経
営
戦
略
で

は
、
給
水
人
口
の
減
少
等
に
よ
る

料
金
収
入
の
減
少
や
多
く
の
水
道

施
設
が
更
新
期
を
迎
え
る
な
ど
、

様
々
な
課
題
が
顕
在
化
し
、
水
道

事
業
経
営
は
厳
し
さ
を
増
し
て
い

く
こ
と
が
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。

引
き
続
き
安
全
で
安
心
な
水
道
水

を
供
給
し
続
け
る
た
め
に
は
、
こ

れ
ら
を
賄
う
水
道
料
金
の
改
定
等

が
必
要
と
な
る
た
め
、
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

〔
主
な
質
疑
〕

　
　

料
金
改
定
の
時
期
を
令
和
２

○
行
田
市
人
材
育
成
基
金
条
例
を

廃
止
す
る
条
例	

（
原
案
可
決
）

　

行
田
市
行
財
政
改
革
プ
ロ
グ
ラ

ム
に
お
け
る
特
定
目
的
基
金
の
整

理
統
合
の
取
り
組
み
に
基
づ
き
、

基
金
の
設
置
目
的
や
活
用
実
績
な

ど
に
照
ら
し
、
見
直
し
を
図
る
も

の
で
す
。
当
該
基
金
は
、
個
性
豊

か
な
人
材
の
育
成
に
資
す
る
事
業

の
資
金
に
充
て
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
平
成
３
年
に
設
置
し
た
が
、

設
置
当
初
に
比
べ
、
低
金
利
の
状

況
か
ら
運
用
益
が
極
め
て
少
額
な

上
、
有
効
活
用
が
難
し
い
状
況
と

な
っ
て
お
り
、
ま
た
、
基
金
廃
止

後
に
お
い
て
も
、
こ
れ
ま
で
と
同

様
に
一
般
財
源
に
よ
り
事
業
展
開

が
可
能
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
本
条

例
を
廃
止
す
る
も
の
で
す
。

〔
主
な
質
疑
〕

　
　

基
金
を
設
置
し
た
当
初
の
具

体
的
な
目
的
と
廃
止
理
由
は
。

　
　

伝
統
芸
能
の
伝
承
や
国
際
交

流
に
貢
献
で
き
る
よ
う
な
人
材
育

成
の
事
業
等
に
充
て
る
こ
と
と
し

て
い
た
が
、
行
財
政
改
革
を
よ
り

一
層
推
進
す
る
た
め
、
存
続
の
必

要
性
が
薄
れ
た
基
金
の
整
理
、
統

合
を
行
う
一
環
と
し
て
廃
止
す
る

も
の
で
あ
る
。

○
行
田
市
国
民
健
康
保
険
税
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
条
例

	

（
原
案
可
決
）

　

埼
玉
県
国
民
健
康
保
険
運
営
方

針
に
基
づ
き
、
保
険
税
算
定
方
式

を
所
得
割
と
均
等
割
の
２
方
式
へ

変
更
す
る
と
と
も
に
、
法
令
の
改

正
に
伴
い
、
賦
課
限
度
額
の
引
き

上
げ
が
行
わ
れ
た
こ
と
か
ら
、
本

市
に
お
い
て
も
、
加
入
世
帯
の
急

激
な
負
担
増
に
配
慮
し
た
上
で
、

負
担
能
力
に
応
じ
た
保
険
料
に
改

め
る
た
め
、
条
例
の
一
部
を
改
正

す
る
も
の
で
す
。

〔
主
な
質
疑
〕

　
　

本
市
で
は
所
得
割
を
7.2
％
、

均
等
割
を
２
万
４
千
円
と
し
て
い

る
が
、
埼
玉
県
が
示
し
て
い
る
標

準
税
率
と
異
な
る
理
由
は
。

　
　

県
内
の
市
町
村
は
県
が
示
し

た
標
準
税
率
を
参
考
に
設
定
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
が
、
応
能
割
で

あ
る
所
得
割
と
応
益
割
で
あ
る
均

等
割
の
賦
課
割
合
は
概
ね
50
対
50

を
基
本
と
し
て
い
る
。
現
行
税
率

で
は
応
能
割
の
割
合
が
大
き
く
、

賦
課
割
合
を
50
対
50
に
近
づ
け
る

問

問

問問

答

答

答

条　例

法
改
正
に
伴
う

　
　
条
例
の
改
正
等


